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平成 28年度上半期財政状況（平成28年 9月 30日現在）
大田原市の財政状況（１）
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科　目 予算現額 収入済額
市税 99 億 5594 万円 64 億 4040 万円

地方交付税 69 億 0000 万円 47 億   378 万円
国庫支出金 52 億 2489 万円 12 億 2861 万円

市債 51 億 5440 万円 0 万円
県支出金 26 億 5130 万円 3 億 7990 万円

地方消費税交付金 14 億 0000 万円 7 億 7249 万円
使用料及び手数料 4 億   337 万円 1 億 9950 万円

その他 45 億 1914 万円 17 億 9349 万円
合計 362 億   904 万円 155 億 1817 万円

収入率 42.9%

科　目 予算現額 支出済額
民生費 105 億 7315 万円 47 億 9454 万円
教育費 60 億   645 万円 20 億 3150 万円
土木費 53 億 3706 万円 12 億 1574 万円
公債費 40 億 2912 万円 19 億 3868 万円
総務費 35 億 2801 万円 12 億 5750 万円
衛生費 24 億 9004 万円 10 億 2582 万円

農林水産業費 16 億 3415 万円 6 億 4420 万円
消防費 12 億 7631 万円 6 億 3080 万円
商工費 9 億 8670 万円 7 億 5452 万円
その他 3 億 4805 万円 1 億 6844 万円
合　計 362 億   904 万円 144 億 6174 万円
支出率 39.9%

問 財政課　　（２３）８７９７

税　目 予算現額 収入済額

固定資産税 47 億 8164 万円 34 億 7136 万円

市民税 41 億 5655 万円 22 億 5490 万円

市町村たばこ税 4 億 8230 万円 2 億 6593 万円

都市計画税 3 億 1662 万円 2 億 2805 万円

軽自動車税 1 億 9893 万円 2 億 1001 万円

入湯税 1990 万円 1015 万円

合計 99 億 5594 万円 64 億 4040 万円
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　平成 28 年度一般会計の上半期予算現額は前年度からの繰越事業分を含め 362 億 904 万円でした。これに対し、
収入済額は、155 億 1817 万円、収入率 42.9％、支出済額は、144 億 6174 万円、支出率 39.9％でした。
　前年同期と比較すると、収入率が2.5％の減（前年度45.4％）、支出率は1.3％の減（前年度41.2％）になっています。

一般会計の概況

予算現額 収入済額
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会計名 予算現額 収入済額 収入率
支出済額 支出率

国民健康保険事業費 95 億 3008 万円 40 億 9627 万円 43.0%
41 億 2058 万円 43.2%

下水道事業 20 億 9240 万円 8 億 6779 万円 41.5%
6 億 4086 万円 30.6%

農業集落排水事業 2 億 1100 万円 1 億　178 万円 48.2%
8276 万円 39.2%

介護保険 65 億 4856 万円 32 億 7216 万円 50.0%
24 億 8458 万円 37.9%

子育て支援券 1 億 6350 万円 9664 万円 59.1%
3622 万円 22.2%

後期高齢者医療 6 億 5550 万円 3 億   881 万円 47.1%
1 億 9459 万円 29.7%

須賀川財産区 81 万円 97 万円 119.5%
1 万円 0.9%

特　別　会　計

　特別会計とは、特定の事業を
行う場合や特定の収入で事業を
行う場合に、経理を他の会計と
区別する必要があるため、法律
や条例で設置しているもので
す。
　本市には、国民健康保険事業
費、下水道事業、農業集落排水
事業、介護保険、子育て支援券、
後期高齢者医療、須賀川財産区
の７つの特別会計があります。

特別会計の概況

財　産
土地　5,685,882㎡ 　　　　　建物　325,260㎡  　　　　　基金　75 億 5413 万円

※大田原市の財政状況（2）は次ページをご覧ください。

　水道事業の収支は、収益的収支と資本的収支
に大別できます。
　収益的収支の収入には水道料金、加入金、一
般会計からの営業補助金などがあり、支出には
水道管修繕費、人件費、借入金利子償還金など
があります。
　資本的収支の収入には工事のための国・県補
助金や起債（借入金）、工事負担金などがあり、
支出には水道管布設工事費、移設工事費や借入
金の元金償還金などがあります。

《収益的収支》
事業運営を目的とした収支（税別）

収入 6 億 6643 万円
支出 3 億 2661 万円

《資本的収支》
設備整備を目的とした収支（税込）

収入 3115 万円
支出 1 億 7034 万円

収入および支出の状況

給水戸数 26,527 戸
給水人口 68,873 人

業務の状況

企業債 60 億 9556 万円
一時借入金 0 円

企業債および一時借入金の現在高

水道事業の概況

水　道　事　業

大田原市住宅用太陽光発電システムおよび住宅用省エネ設備設置費補助金（予定）
　市では、地球温暖化対策の一環として、住宅用太陽光発電システムおよび住宅用省エネ設備（エネファーム・蓄電池）
を設置される方に対して設置費の一部を補助していますが、平成 29 年度の補助申請方法について、次のとおり事前
申請から事後申請に変更することを予定しています。
　なお、実際の補助事業実施の有無や予算等は別途お知らせします。

補助金名 現行の補助要件（一部抜粋） 左記補助要件の変更後（予定）

住宅用太陽光発電システム設置費補助金 ・  工事の着手前に申請し、補助金の交付
決定後に着手すること。

・  補助事業が完了した日から 30 日以内
または交付決定を受けた日が属する年
度の末日までのいずれか早い日までに
実績報告書を提出すること。

・ 事業完了日（太陽光発電システムの場
合：電力受給開始日、省エネ設備の場
合：設備の保証開始日）から 90 日以内
に申請すること。

※平成 28 年度に完了した事業でも、事
業完了日から 90 日以内でしたら、平
成 29 年度で補助申請を受け付けます。

住宅用省エネ設備設置費補助金

問生活環境課　　 １階　　 （２３）８７０６

変更を予定している内容

平成 29年度
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